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市民の皆さんや事業所などから納めていただいた税金などがどのように使われたのかなど、
平成27年度決算の概要と平成28年度上半期の財政状況をお知らせします。
問財政課・内線2676
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会計 予算現額 収入済額 収入率 支出済額 執行率

競 輪 事 業 174億8,771万円 173億8,958万円 99.4％ 172億6,557万円 98.7％

国民健康保険事業 216億2,133万円 213億6,776万円 98.8％ 212億3,970万円 98.2％

下 水 道 事 業 53億6,072万円 51億2,353万円 95.6％ 50億7,819万円 94.7％

駐 車 場 事 業 1億5,100万円 1億4,911万円 98.7％ 1億4,861万円 98.4％

介 護 保 険 事 業 122億1,847万円 118億6,490万円 97.1％ 117億2,529万円 96.0％

後期高齢者医療事業 33億4,684万円 33億3,122万円 99.5％ 33億2,852万円 99.5％

合計 601億8,607万円 592億2,610万円 98.4％ 587億8,588万円 97.7％

会計 予算現額 収入済額 収入率 支出済額 執行率

競 輪 事 業 327億5,955万円 37億7,028万円 11.5％ 36億5,165万円 11.1％

国民健康保険事業 204億6,338万円 80億5,082万円 39.3％ 86億8,955万円 42.5％

下 水 道 事 業 59億3,776万円 21億6,084万円 36.4％ 21億9,489万円 37.0％

駐 車 場 事 業 2億7,527万円 4,450万円 16.2％ 6,627万円 24.1％

介 護 保 険 事 業 127億8,877万円 58億5,040万円 45.7％ 51億 135万円 39.9％

後期高齢者医療事業 34億7,166万円 14億7,656万円 42.5％ 11億6,547万円 33.6％

合計 756億9,639万円 213億5,340万円 28.2％ 208億6,918万円 27.6％

平成27年度決算について
監査委員の意見・要望

自主
財源
58.3%

依存
財源

41.7%

性質別経費の構成比

義務的
経費
51.1%

その他
48.9%

扶助費
31.5%

積立金3.9% 維持補修費ほか1.0%

公債費
5.1%

人件費
14.5%物件費

14.8%

繰出金
9.5%

投資的経費
11.6%

補助費等
8.1%

土　地
公園や

施設の敷地

物　品
自動車など 出資による権利

多摩都市モノレール
など１５件債　権

社会福祉法人
への貸付金など

基　金
財政調整基金など

建　物
学校や図書館など

物　権
地上権・地役権

114万2,144㎡

556件

47万4,993㎡

12億7,860万円20億974万円 233億5,611万円

962㎡

市  税 民生費

そ の 他 その他

国庫支出金 教育費

都 支 出 金

総務費地方消費税
交　付　金

土木費

市  債 衛生費

使用料及び
手　数　料 公債費

一般会計予算の執行状況 予算現額　762億5,752万円

380億 2,441万円
221億 9,545万円 （58.4％）

 154億 3,597万円
 59億 4,514万円（38.5％）

 87億 5,281 万円
 19億 6,332 万円（22.4％）

40億 4,200万円
23億 7,096万円  （58.7％）

 29億 9,750万円
  0円（0.0％）

 15億 2,506万円
 6億 5,158万円  （42.7％）

54億7,977万円
57億1,754万円（104.3％）

下水道事業
153億2,925万円

減税補てん、臨時税収補てんなど
86億4,115万円

公園・道路・住宅の整備、都市計画事業など
70億4,663万円

防災施設、清掃工場など
37億8,810万円

小・中学校校舎、社会教育施設の建設など
88億8,841万円

児童館、厚生福祉施設の建設など
9億121万円

市税
389億9,844万円
49.2%

国庫支出金
154億1,424万円
19.4%

都支出金
91億1,168万円
11.5%

市債
22億8,080万円 2.9%

繰入金・その他
3億2,971万円 0.4%

地方消費税交付金
46億5,570万円 5.9%

国有提供施設等所在
市町村助成交付金等・
その他
15億617万円 2.0%

諸収入
5億8,548万円 0.7% 使用料及び手数料

15億6,936万円 2.0%
分担金及び負担金
7億4,502万円 0.9%

繰越金
40億7,223万円 5.1%

特別会計6事業の決算状況
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特別会計6事業の執行状況

平成28年度 上半期予算執行状況  平成２8年9月30日現在

収入済額
388億
4,399万円
 （50.9％）

歳入
74億9,287万円
25億3,808万円（33.9％）

76億9,900万円
28億1,754万円（36.6％）

 96億 6,200万円
 29億 4,813万円（30.5％）

55億2,680万円
20億7,484万円（37.5％）

41億 5,415万円
16億 6,559万円（40.1％）

50億5,257万円
14億9,653万円（29.6％）

366億 7,013万円 
171億 5,224万円 （46.8％）

市債の状況
合計445億9,475万円

支出済額
306億
9,295万円
 （40.2％）

歳出

予算現額 歳入：収入済額（収入率）
歳出：支出済額（執行率）

平成２8年4月1日現在
人口 …… １80,277 人
世帯 ……… 87,635 世帯

実質収支比率
9.5％

収入から支出を差し引き、さらに翌年度に繰り越す
べきお金を差し引いたものが「実質収支」で、実質収
支額の市税などの一般財源（標準財政規模）に対して
占める割合。３～５％が望ましい範囲

公債費負担比率
7.5％

一般財源のうち借金の返済に充てられた割合。借金
の返済額が増加すれば、この比率は上昇し財政を圧
迫します。15％で警戒ライン、20％で危険ライン

実質公債費比率
2.0％

収入に対する借金返済費用の占める割合。18％未
満が適正

財政収支と公債費に関する指標

1.職員定数の適正化による減員  17人
保育園の民営化、業務の見直しなど  

2.歳出の見直し 3億 1,600万円
（1）事業の廃止・休止・整理統合、事務処理の工夫  9,200万円
（2）民間委託等の推進  3,800万円
（3）補助金の見直し  400万円
（4）事務処理経費および施設のランニングコストの節減  7,800万円
（5）繰上償還および借り換えによる利子軽減 1億 400万円

3.歳入の見直し 6億 9,600万円
（1）受益者負担の適正化 6億 3,500万円
（2）普通財産の売払等  3,600万円
（3）その他  2,500万円

計 10億 1,200万円

経営努力で経費等を節減（平成27年度決算）

市有財産の現在高

単位：％

85

95

90

100

24 25 26平成23 27年度

92.2

88.8

95.7
94.0

95.7

92.8

87.9

92.8
93.7 93.7

0

100

200

300

400

500

600

700

800

27年度末262524平成23

単位：億円

普通会計市債残高
債務負担行為残高 下水道会計市債残高

多摩類似市平均

629

569

697 680 663
637

729 717 701

623

0

20

60

100

140

180

27年度末262524平成23

単位：億円

特定目的基金 財政調整基金
財政調整基金多摩類似市平均多摩類似市平均
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自主財源の比率が高いほど財政が安定しているといえます。

子どもや高齢者、
体の不自由な方などの
福祉のために

民生費 3,471円
行政運営の
ために

総務費 1,780円

ごみ・し尿の処理や市
民の健康を守るために

衛生費 957円

借入金の
返済のために

公債費
818円

学校・地域学習館・
体育施設などの整備や
教育振興に

教育費 1,379円

火災や台風など
の防災活動に

消防費
388円 商工業の振興や

消費者の保護の
ために

商工費議会費

市議会の
運営に

109円

道路や公園の整
備など、住みよい
まちづくりに

土木費
874円

民生費
346億6,103万円
46.3%

その他
42億8,105万円
5.8%

衛生費
54億9,955万円
7.3%

公債費
38億4,058万円
5.1%

土木費
73億1,743万円
9.8%

総務費
108億1,803万円 14.4%

教育費
84億5,972万円 
11.3%

市の
家計簿
財政状況を公表します
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自主財源
市税や保育料、ごみ処理
手数料など、市が自主的
に集めることができる収入

依存財源
学校や道路などをつくるとき
に国からもらう補助金や、
市債（借金）などの収入

収入済額
792億
6,883万円
収入率
98.0％

支出済額
748億
7,739万円
執行率
92.6％

　市債（市の借金）と後年度の債務負担を合わせ
た将来的な財政負担を示します。市債残高、債
務負担行為残高はともに減少しました。市債は
　「返す以上に借りない」こととしているため、残高
は減少しています。

　市の貯金である基金は増加しました。財政
調整基金（家計に例えると普通預金）は10億
1,000万円を、公共施設整備基金をはじめと
した特定目的基金は17億6,000万円を積み
立てました。

市の債務残高の推移市の基金残高の推移

経常収支比率の推移

平成２7年度の主な事業
「子ども・学び・文化」の施策
放課後居場所づくり事業 2,522万円
学童保育所民間運営事業（小学６年生まで
対象拡大、サマー学童保育所の実施など）9,943万円

社会福祉法人施設費補助（保育施設整備に
対する補助） 9,385万円

民間保育所整備費補助 1億1,838万円
保育園施設整備事業（中砂保育園の大
規模改修工事など） 4億1,240万円

第六小学校の大規模改修工事 13億8,685万円
特別支援教育の推進 9,570万円
子どもの安全安心事務（防犯ブザーの貸
与・通学路の防犯カメラの設置） 755万円

オリンピック・パラリンピックムーブメント事業 825万円
泉町庭球場整備工事 3,260万円
ファーレ立川アートの修復再生事業 1,180万円
市史編さん事業 693万円
文化財保護事業（須﨑家内蔵復元工事ほか）5,530万円
「環境・安全」の施策
新清掃工場建設準備事業 26万円
下水道地震対策事業（マンホールトイレの設置）7,695万円
立川公園整備 7,807万円
防災訓練推進事業（総合防災訓練の実施など） 652万円
災害医療対策事業（災害医療コーディネー
ターの任命） 10万円

市税負担の概況

多摩類似市の
平均は58.1％

歳入

歳出

※「多摩類似市」とは、立川市・三鷹市・府中市・調布市・小平市・日野市・西東京市のことを指します。

市税１万円の使いみち

経常収支比率とは、市税など経常的な収入に対
する人件費や扶助費、公債費など必ず支出される
金額の割合を示したものです。数値が低いほうが財
政にゆとりがあるといえます。

平成27年度一般会計の決算状況
予算現額　808億8,187万円

１人当たりの還元額
415,346円

市税収入額
389億9,844万円

一般会計支出額
748億7,739万円

１世帯当たりの市税負担額
445,010円

１人当たりの市税負担額
216,325円

働く人たちの
ために

107円
労働費

農林費

96円

21円
農業の振興と
育成に

義務的経費とは、毎年必ず支出し
なければならない経費。

審査の結果は適正と認められました
　監査委員は、平成27年度の一般会計、各特別会計、基金
の運用状況について審査しました。その結果、各歳入歳出決
算書等は、法令の規定に基づいて調製され、各基金の運用状
況も適正であり、それぞれの計数も正確であると認められまし
た。なお、次のような意見を付しています（「平成27年度決算
等審査意見書」の全文は市ホームページをご覧ください）。
　歳入では、市財政の根幹をなす市税収入において、法人
市民税の一部国税化に伴う税率引き下げの影響を受けながら
も、個人市民税や固定資産税などの税収の伸びや、納付の促
進により、前年度比で1億1,560万7千円、0.3％の増となりまし
た。負担の公平性と財源確保を図るためにも、国民健康保険
や後期高齢者医療保険の保険料の収納一元化とともに、効果
的効率的な徴収体制の構築や創意工夫により、納期内納付を
促進し、滞納整理に努めてください。
　経常収支比率は4.9ポイント低下し、87.9％と改善はみられ
ますが、今後の財政状況を展望し、持続可能な財政運営に向
け、さらに努力してください。
　人口減少が予測される中、立川市においても、人口ビジョン
や、まちの特性を分析し、立川市第４次長期総合計画との整
合を図りながら、「たちかわ創生総合戦略」を策定しました。「交
流」を中心に、「まち」、「ひと」、「しごと」の好循環を展開し、
効率的で安定的な行政サービスを提供するためにも、行政経
営の視点に立ち、市民との協働を基本に、従来手法にとらわれ
ることなく施策や事業を検証し、行財政運営に努めてください。
問監査委員事務局・内線2779

立川駅周辺の安全・安心推進事業 1,165万円
下水道流域編入事業 2億3,103万円
「都市基盤・産業」の施策
武蔵砂川駅周辺地区道路整備 4億1,881万円
立川駅西側新自由通路整備事業 4億2,025万円
立川駅北口西地区第一種市街地再開発事業 17億4,611万円
地域消費喚起特別支援事業（プレミアム商
品券の発行） 9,693万円

都市農業経営パワーアップ事業 2,586万円
「福祉・保健」の施策
胃がんリスク検査事業 140万円
第３次住宅マスタープラン改定 312万円
生活困窮者自立支援事業 3,272万円
地域福祉コーディネーターの増配置
（地域福祉推進事業） 4,078万円

「行政経営・コミュニティ」の施策
自治会等への支援事業 5,456万円
まち・ひと・しごと創生事業 987万円
公共施設有効活用等検討事業 642万円
公衆無線ＬＡＮ整備事業 413万円
市立保育園の民営化（江の島保育園の民営
化など） 1,840万円

競輪場施設改修工事 2億8,976万円
通知カード・個人番号カード関連事務 6,052万円

立川市

多摩類似市平均


